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費用削減に目的がある 



過去4回の改定率の合計 



介護報酬改定までの流れ 

• 2015年1月9日 第118回介護給付費分科会 

「平成27年度介護報酬改定に関する審議会報告(案）」 

• 1月11日 大臣折衝⇒介護報酬改定率 1月14日 閣議決定 

• 2015年2月6日 第119回介護給付費分科会 

介護給付費分科会「報告」案の諮問・答申 

• 2月上旬     改定の告示案（個別サービスの報酬単位） 

• 2月上旬から1か月間でパブリックコメント募集⇒告示 

• 解釈通知（Ｑ＆Ａ）などの発出 

• 2015年4月1日  介護報酬改定の実施 

 



なぜ、介護報酬引き下げなのか？ 

１、政策的な背景 

○医療介護総合法、改正介護保険法の具体化 

○2014年診療報酬改定への対応 

○政府が目指す「2025年の医療・介護の将来像」実現に向け
た取り組みを本格化させる。「入院から在宅へ」「医療から介護
へ」「介護から市場、ボランティアへ」 

○2025年までの節目とされる2018年診療報酬・介護報酬同時
改定への助走 

２、基本的な考え方 

○2025年問題への対応⇒高齢化、財政難、人口減 

○「重度化」「重点化」「適正化」「効率化」 



問題点と影響 

１、かつてない規模の報酬カット 

• 経営困難、事業所の2極化を招く。保険外サービスの拡大。 

• 処遇改善加算のみでは現場の困難は打開できない 

２、報酬全体が引き下げられるもとでは、加算算定だけでは対  

 応できない。一層の離職がすすむ。人材確保が困難。 

３、引き下げの根拠が破たんしている。 

• 厚生労働省が実施した「介護事業経営実態調査」での全事業
所平均収支差率８％を根拠にしているが、有効回答率は5割 

• 社会福祉法人バッシング⇒いわゆる「内部留保問題」 

• 全日本民医連の社会福祉法人は4月介護報酬改定で赤字に 

４、利用者が十分な介護を受けられない事態に 



担い手
不足 

介護労働安定センター
調査 



全産業平均より
も高い離職率 





川上 

川下 

川は上流には流れ
ない。海へ漂流する
人も出現する。 



消費増税は社会保
障に使うと言いなが
ら、介護切捨て 



総合事業の
概要 



２次予防事業が
一般介護予防
に統一される 

多様なサービス
への対応が迫ら
れる 



参考資料 

国立市の新しい総合事業・現行単位数との比較 2014.12.17

現行（月） 国立市現行サービス継続 国立市サービスＡ 国立市サービスＢ

訪問介護週１回 １２２６単位 ９４４単位 ６００単位

訪問介護週２回 ２４５２単位 １８８８単位 １２００単位

訪問介護週３回 ３８８９単位 ２８３２単位 １８００単位

初回加算 ２００単位

支払・請求方法 ＊利用者１割、国保連請求 ＊利用者１割、国保連請求 ＊利用者１割、国保連請求 *補助金、委託制

事業所の収入に対する影響は？

国立市現行サービス継続 国立市サービスＡ 国立市サービスＢ

訪問介護週１回 現行単位との比較 77% 49%

訪問介護週２回 現行単位との比較 77% 49%

訪問介護週３回 現行単位との比較 73% 46%

23～26％減 51～54％減

多様なサービス 

現行サービスで
も減収 





自己選択＝自己責任 自助 

地域包括ケアの概要 

 

批判を受けて、ぎりぎり
在宅，最期は入院と言
い始めています。 

 





  国が考える将来像は拒否すべき未来像   

利用者さんや地域の事業所、関係機関等と国、自治体に働きかけて介護保障
を充実させていきましょう。            ご静聴ありがとうございました。 


